2011年1月17日道本部ＨＰ「子ども子育て新システム＝市長会、町村会への要請」

冒頭、杉谷副委員長が「現在、国において検討が進められている子ども・子育て新システムについては、理念については理解できるが、詳細設計の中身を見ると、NPO法人や株式会社など多様な事業者の参入を促進することや介護保険と同様の直接契約方式などが盛り込まれていること、実施主体とされる市町村に対して詳細が伝わっていないことなどから、自治労北海道本部としてもこのまま法案化されることに危機感を持っており、国への意見反映について要請したい。」と述べた。
　続いて相内公共サービス政策部長より、「確実な財源保障による現物給付の拡充や、最低基準の引き上げ、障害児などの福祉的ニーズに応え、全ての子どもが排除されない仕組みとするため、相談支援やサービス調整などを1元的に行うワンストップサービスの実施や市町村関与の仕組みを取り入れること。実効性のある応諾義務を課すことや、公定価格、応能負担とすること。保育人材の確保と定着をはかるため、運営費の使途制限を維持すること。放課後児童給付について充実させること。幼保一体化へ強制的に移行させないこと。」など、10項目の要請内容について具体的に説明した。
　これに対し市長会、町村会は、「子ども手当財源の地方負担に反対する要請を行った経緯はあるが、子ども・子育て新システム総体についての国からの情報提供がきわめて少ないことは事実である。これまで管内市町村の意見を取りまとめる機会もなかった。５月に予定している総会に諮ったうえで６月にも国に対する要請行動を行いたい。」などと述べた。
道本部からは、国は３月に国会への法案提出をめざしているため、６月とは言わず可能な限り早い段階での取り組みを求めるとともに、規制緩和や民間開放が進むことにより介護労働者の処遇悪化と同様の問題が起こることと、地域の公立保育所の存続が危ぶまれることに対する懸念を伝えた。また、単組を通じて各市町村にも同様の要請を行うことと、連合と連携して地方議会での９９条意見書提出にむけた取り組みも行っていることから、市町村の意見も含めた要請として国に働き掛けることを強く求め、要請を終了した。
